研修出張様式４
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研修報告書

	所　　属　診療コメディカル(SW)　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　山田　忍

	期　　間　平成23年11月15日(火)、12月26日(月)、12月27日(火)

	出張目的　平成23年度サービス管理責任者研修（知的･精神）

	出 張 先　青森県民福祉プラザ(青森市中央3-20-30)

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】
　この研修に参加して､先ず感じたのは､｢当事者への伝え方｣であった。研修中には当事者本人の情報からニーズ･課題整理をしたり､当事者や家族も含めたケア会議の実施(ロールプレイ)が行われ､通常業務から行われている内容であるが､普段私達が患者様に伝えている「服薬は今後長期にわたり行う必要がある」「精神疾患は回復できる病気である」等は当事者側はどの様に捉えて､それに対してはどの様な伝え方が良いのか本当に一つひとつ具体的に考えているかと疑問に感じた。サービス管理責任者は､当事者の障害程度など疾病性､人格や生活能力等を把握して､有益性や様々な可能性を捉え､対象者の生活ｽｷﾙに対応した援助方法､社会復帰施設や福祉関連制度等の社会資源の活用､緊急時対応等の体制について正確な理解と評価を行う立場となり､この関与について､多くの学習を要すると感じた。

　また､サービス管理責任者は全ての人が同じ機能を有していることが望ましいが､精神保健福祉士として考えることも多く､通常業務から意識としている対象者個人を中心においたﾆｰｽﾞｱｾｽﾒﾝﾄ､心理ｻﾎﾟｰﾄ､ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが展開される技術､また､それに関わるﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの保護等を図る倫理はサービス管理責任者の業務を行う際も重要視したい。

今後、更に退院促進がなされ、地域におけるニーズが拡大されることは予想され､サービス管理責任者の役割は重要となると考えられる。地域格差もある中で多職種･多機関で協働して対象者の評価を厳密に行い､福祉･保健･医療それぞれの目標やその目標に見合った客観性と透明性のある治療を各種の対応を実施する必要性がある。また､その結果についても評価してその行為の妥当性を明らかにする等､「標準化」が徹底される必要性があると感じるし､一方で､自立支援協議会等を通じて関係機関や｢官｣と｢民｣が協働して新たな資源や対応方法を開発する役割や技能もサービス管理責任者には求められると感じた。また､特にｻｲｺｿｰｼｬﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・家族心理教室などを行った場合、当事者・家族の治療意思は変化し、実際に再発率なども軽減されること等､EBPは地域でも積極的に取り組まれていく必要性があり､サービス管理責任者は取り組みが推進される一旦を担わなければならないと感じた。更に､その為に保健所機能の再編・他機関の取り組みの充実なども必要とされたり、医療機関においても診療報酬などにより促進されることが望ましい。

また、市町村の財源事情や精神障害者福祉施設に関するプライオリティ等によって地域において様々な問題が引き起こされている中で、当事者のニーズが自立支援協議会等で議論され､必要な社会資源や条例等の開発に繋がる様な関わりも行っていきたい。また､地域移行支援事業や地域定着支援事業等が盛り込まれている障害者自立支援法のつなぎ法案についても学習して､円滑な退院調整･サービス調整等を図っていきたい。
＜全体講義＞

『障害者自立支援法とサービス管理責任者の役割』

知的障害者更生施設｢陽幸園｣　林　美幸氏

◇障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要
①主　旨

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の地域生活支援のための法改正であることを明記 

②利用者負担の見直し

利用者負担について、応能負担を原則に－障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減 
(課題)

累次の対策により､負担上限額は大幅に引き下げられており、実質的に負担能力に応じた負担になっているが、法律上は１割負担が原則となっている。 
→法律上も負担能力に応じた負担が原則であることを明確化。(但し､サービス利用量が少なく1割負担の方が低い場合には1割)

＊例えば､現在市町村民税非課税世帯については利用者負担は無料。 
＊利用者の実質負担率0.37%(H22年10月-国保連データ)。 

(課題)
障害福祉サービスと補装具の利用者負担の上限額は、それぞれに別に設定されている。 
→高額障害福祉サービス費について補装具費と合算することで、利用者の負担を軽減。 

③障害者の範囲の見直し

発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化 
(課題)
発達障害は、概念的には精神障害に含まれるが、そのことが明確にされていない。 
→障害者自立支援法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が障害者の範囲に含まれ ることを法律上明示。

＊発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害の定義規定も置かれている。 
＊あわせて、高次脳機能障害が対象となることについて、通知等で明確にする。
④相談支援の充実

相談支援体制の強化 
市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付､地域移行支援･地域定着支援の個別給付化 

(課題)
障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが､市町村ごとに取組状況に差がある。また､地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律上不明確。 
→地域における相談支援体制の強化を図るため中心となる総合的な相談支援センター(基幹相談支援センター)を市町村に設置。

→自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。 
市区町村における地域自立支援協議会の設置状況 85%(平成22年4月)
→地域移行や地域定着についての相談支援の充実(地域移行支援･地域定着支援の個別給付化)。

⑤支給決定プロセスの見直し(サービス等利用計画案を勘案)

サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

⑥障害児支援の強化

児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実(障害種別等で分かれている施設の一元化､通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行)

(課題)

障害を持つ子どもが身近な地域でサービスを受けられる支援体制が必要。 
→重複障害に対応するとともに､身近な地域で支援を受けられるよう障害種別等に分かれている現行の障害児施設(通所･入所)について一元化。 

→在宅サービスや児童デイサービスの実施主体が市町村になっていることも踏まえて通所サービスについては市町村を実施主体とする(入所施設の実施主体は引き続き都道府県)。 
－放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設 
在園期間の延長措置の見直し 
18歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。 その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。
《課題》 放課後や夏休み等における居場所の確保が必要。 
→学齢期における支援の充実のため､｢放課後等デイサービス｣を創設。

(20歳に達するまで利用できるように特例を設ける) 
《課題》 保育所等に通う障害児に対して、集団生活への適応のための支援が必要。 
→保育所等を訪問し、専門的な支援を行うため、「保育所等訪問支援」を創設。 
＊在園期間の延長措置の見直し 
《課題》18歳以上の障害児施設入所者について、障害者施策として対応すべきとの意見。

(障害児支援の関係者で構成された『障害児支援の見直しに関する検討会』の中での議論)

→18歳以上の障害児施設入所者については障害者施策(障害者自立支援法)で対応するよう見直し。 
（その際、必要な支援の継続措置に関する規定や、現に入所している者が退所させられることがないようにするための必要な規定を設ける。特に重症心身障害者については十分に配慮する） 

⑦地域における自立した生活のための支援の充実

⇒グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

《課題》

障害者の地域移行を促進するため、障害者が安心して暮らせる「住まいの場」を積極的に確保する 必要。
⇒重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設(同行援護。個別給付化) 
《課題》

サービス利用計画の作成については、(1)計画の作成が市町村の支給決定後となっている、(2)対象が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。 
⇒支給決定の前にサービス等利用計画案を作成し､支給決定の参考とするよう見直し。 

⇒サービス等利用計画作成の対象者を大幅に拡大。 

＊現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており､H22年4月で利用者数は3,413人。

《課題》
移動支援について、重度の肢体不自由者や知的障害者及び精神障害者については､自立支援給付とされているが､重度の視覚障害者については地域生活支援事業(補助金)の中で行われているのみ。

→重度の視覚障害者の移動支援について､地域での暮らしを支援する観点から自立支援給付の対象とする。
◇障害者自立支援法における障害者相談支援事業の実施状況等について

①障害者相談支援事業(いわゆる「一般的な相談支援」) 

・平成21年4月時点の一般的な相談支援の運営方法については、事業の対象とする障害の種類を定めていない「3障害一元化」して実施の市町村が74%であり､増加傾向にある。

・平成21年4月時点の一般的な相談支援の対応日･対応時間については､24時間365日対応している市町村の割合が28％となっている。

②地域生活支援事業(居住サポート事業､成年後見制度利用支援事業)

平成21年4月時点の実施市町村の割合は､居住サポート事業が12%､成年後見制度利用支援事業が38%であり、依然として低調である状態が続いている。

③サービス利用計画作成費 

平成21年4月時点のサービス利用計画作成費の利用者は2,731人であり、前年同月より812人増加しているが、依然として低調である状態が続いている。 

④相談支援従事者初任者研修及びサービス管理責任者研修 

平成18年度から平成20年度までの間の、相談支援従事者初任者研修修了者の合計は35,289人であり、サービス管理責任者研修修了者の合計は39,454人となっている。

⑤指定相談支援事業所等 

平成21年4月時点の指定相談支援事業所数は2,913と増加し、これに伴い、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の数も4,908人と増加している。 
⑥自立支援協議会 

平成21年4月時点の自立支援協議会の設置の割合は、市町村が79％と増加し、都道府県は100％となっている。

【調査結果の概要（市町村）】 

１ 障害者相談支援事業（いわゆる｢一般的な相談支援｣） 

平成21年4月時点の実施方法は、直営のみが23％、委託を含むが77％であり､その割合には大きな変化はない。

<障害者相談支援事業の実施方法> 

	実施方法
	 H19年4月 
	 H20年4月 
	 H21年4月 

	直営のみ
	25%
	22%
	23%

	委託を含む
	75%
	78%
	77%


平成21年4月時点の運営方法は、３障害者一元化して実施している市町村の割合が年々増加。 一方、障害種別ごとに実施している市町村の割合は年々減少している。 

<障害者相談支援事業の運営方法> 

	運営方法 
	 H19年4月 
	 H20年4月 
	 H21年4月 

	３障害者一元化して実施 
	60%
	63%
	74%

	障害種別ごとに実施 
	37%
	32%
	23%

	地域包括支援センターと一体的に実施 
	3%
	5%
	3%


・平成21年4月時点の対応状況は、24時間365日対応している市町村の割合が28％となっている。

→平成21年4月時点の各市町村における障害者相談支援事業の対応日は､「365日対応している」は30%、｢平日(月～金)のみ対応している｣は49%、｢平日(月～金)＋土曜日対応している｣は13%、｢その他｣は8%。

→平成21年4月時点の各市町村の障害者相談支援事業の対応時間は､｢24時間対応(夜間は宿直により対応)｣は11%、｢24時間対応(夜間は携帯電話により対応)｣は35％､｢24時間対応していない｣は54%。

・平成21年4月時点のピアカウンセリングの実施市町村の割合は、実施が39%、平成21年度中に実施予定が4%、未実施が57%となっている。 

・未実施市町村1,024における未実施の主な理由は､｢利用希望者がいない｣、｢人材の確保が困難｣等となっている。 
２ 市町村相談支援機能強化事業

・平成21年４月時点の実施市町村の割合は44%であり、年々わずかに増加。

→実施市町村の割合は、平成19年4月は35%､平成20年4月は40%､平成21年4月は44%。

→未実施市町村974における未実施の理由は､｢既存の相談支援体制で対応可能｣が最も多く575、次いで「専門職員の確保が困難」が388となっている(重複あり)。

３ 住宅入居等支援事業(居住サポート事業)

・平成21年4月時点の実施市町村の割合は12%であり､低調である状態が続いている。

→実施市町村の割合は､平成19年4月は12%､平成20年4月は11%､平成21年4月は12%。

→未実施市町村1,534における未実施の理由は､｢利用希望者がいない｣が最も多く776、次いで「入居支援を実施できる人材の確保が困難」が668となっている。

・しかしながら、平成20年度居住サポート事業の利用者のうち、一般住宅への入居に結びついた件数は713件であり､平成19年度より390件増加。

→入居に結びついた件数は、平成18年度は118件、平成19年度は323件、平成20年度は713件。

４ 成年後見制度利用支援事業について

・平成21年4月時点の実施市町村の割合は38%であり､年々わずかに増加している。

→実施市町村の割合は、平成19年4月は28％、平成20年4月は31％、平成21年4月は38％。 

→未実施市町村1,016における未実施の理由は､｢利用希望者がいない｣が最も多く697、次いで｢財源の確保が困難｣が252となっている。

・平成20年度の利用者数は339人であり､平成19年度より67人増加。

→平成19年度 272人 → 平成20年度 339人（67増） 

→平成21年4月の利用者数339人のうち､｢申立費用のみ助成｣は241人､｢成年後見人の報酬のみ助成｣は50人、「申立費用及び成年後見人の報酬を助成」は48人となっている。
・対象者については､｢市町村長申立てのみ｣が｢市町村長申立て以外も含む｣を上回っている。 

→対象者については、平成19年度までは「市町村長申立て」に限定していたところであるが、成年後見制度の利用を促進する観点から、平成20年度より「市町村長申立て以外も含む」こととした。 

→しかしながら､実施市町村686のうち､｢市町村長申立てのみ｣が509(74％)､｢市町村長申立て以外も含む｣が177(26％)となっている。
５ サービス利用計画作成費について 

・平成21年4月時点のサービス利用計画作成費の支給認定者数と利用者数は､どちらも前年同月より高い。

→支給認定者は､平成20年4月は2,268人､平成21年4月は3,354人。

→利用者は､平成20年4月は1,919人､平成21年4月は2,731人。

・平成21年4月時点の利用者の支給認定者に対する割合は､前年同月を下回っている。

→利用者の支給認定者に対する割合は､平成20年4月は85%､平成21年4月は81%。
６ 地域自立支援協議会について 

・平成21年4月時点の設置市町村の割合は79%であり､前年同月より13%増加。

→平成21年4月時点の未設置市町村のうち､｢平成21年度中に設置予定｣が197（11％）であることから、平成22年3月末には、設置市町村の割合が90％となる見込み。 

→平成20年4月 1,188市町村 → 平成21年4月 1,426市町村(238増)

【参考】 

平成20年4月 741協議会 → 平成21年4月 953協議会(212増)

→平成21年４月時点の953協議会のうち､障害当事者団体・障害当事者がメンバーとなっている自立支援協議会の割合は83%となっている。

→自立支援協議会における構成メンバー(所属別)については､｢障害者福祉サービス事業者｣をメンバーとしている協議会の割合が最も多く85%､次いで「障害当事者団体・障害当事者」83%、｢市町村、都道府県(行政職員)｣77%となっている。

【調査結果の概要(都道府県)】 

１ 都道府県相談支援体制整備事業(アドバイザー事業)について 

・平成21年4月時点の実施都道府県の割合は66%となっている。 

・実施都道府県の割合は､平成19年4月は57%､平成20年4月は68%､平成21年4月は66%。

・実施都道府県31のアドバイザーの業務内容は､｢地域のネットワーク構築に向けた指導･調整｣が最も多く28次いで「地域で対応困難事例に係る助言」27､｢広域的な課題、複数圏域にまたがる課題の解決に向けた体制整備への支援｣24、｢相談支援従事者のスキルアップに向けた指導｣22､｢地域における専門的支援システムの立ち上げ援助｣20､｢地域の社会資源の点検･開発に関する援助｣18となっている。

２ 障害児等療育支援事業について 

・47都道府県(政令指定都市･中核市を含む)のうち､2都道府県が未実施。 

→都道府県の実施状況は、実施が45、未実施が2であり、政令指定都市・中核市の実施状況は、実施が47、未実施が12となっている。

３ 特別対策事業(障害者自立支援対策臨時特例交付金)について

・平成20年度の｢相談支援体制整備特別支援事業｣は､43都道府県が実施。

→実施都道府県43における実施状況は､｢特別アドバイザー派遣事業を実施｣が最も多く40、次いで｢相談支援事業立ち上げ支援事業を実施｣26、｢ピアサポート強化事業を実施｣23となっている。

・平成21年度の｢制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業｣は､45都道府県が実施予定。

・実施予定都道府県45における平成21年度の実施予定事業は､｢特別アドバイザー派遣事業｣が最も多く40、次いで｢地域自立支援協議会運営強化事業｣21､｢相談支援発展推進支援事業｣19、｢居住サポート事業立ち上げ支援事業｣13、｢ピアサポートセンター等設置推進事業｣11となっている。

→平成20年度の「相談支援充実・強化事業」は、14都道府県が実施。 

→実施都道府県14における実施状況は､｢障害者等に対する障害福祉施策に係る説明会･相談会の実施｣が最も多く11､次いで｢障害者等に対する家庭訪問の実施｣が9となっている。

４ 相談支援従事者研修について

・平成18年度から平成20年度までの間の初任者研修修了者の合計は35,289人。

<初任者研修>
	平成18年度
	H19年度
	H20年度

	 実施回数（全国合計） 
	62回
	57回
	58回

	 修了者数（全国合計） 
	18,803人
	9,793人
	6,693人


【参考】 
	平成18年度
	H19年度
	H20年度

	 実施回数（全国合計） 
	27回
	31回
	29回

	 修了者数（全国合計） 
	1,156人
	1,196人
	1,016人


５ 指定相談支援事業所等について

・平成21月時点の指定相談支援事業所数は2,913であり、前年同月より178増加。 

→平成20年4月 2,735事業所 → 平成21年4月 2,913事業所(178増)

→指定相談支援事業所2,913のうち、市町村から障害者相談支援事業(一般的な相談支援)の委託を受けている事業所は､1,851（64％）となっている。 

→これに伴い､平成21年4月時点の指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の数は4,908人と増加。 

→指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の数は､平成19年4月は2,523人､平成20年4月は4,431人、平成21年4月は4,908人。

６ サービス管理責任者研修について

→平成18年度から平成20年度までの間の研修修了者の合計は、39,454人。 

→平成20年度の研修の修了者は全分野で16,577人であり、平成19年度より3,465人増加。 

<サービス管理責任者研修の修了者数>(全国合計)

	分　野 
	H18年度
	H19年度
	H20年度

	介　護 
	2,775人　
	4,172人　
	5,265人　

	児　童 
	926人　
	823人　
	1,137人　

	地域生活(知的･精神) 
	3,322人　
	3,795人　
	4,604人　

	地域生活(身体)
	369人　
	503人　
	477人　

	就　労 
	2,373人　
	3,819人　
	5,094人　

	合　計 
	9,765人　
	13,112人　
	16,577人　


<サービス管理責任者研修の実施回数>(全国合計)

	分　野 
	 H18年度 
	 H19年度 
	 H20年度 

	共通講義 
	 53回　 
	 57回　 
	 61回　 

	介　護 
	 48回　 
	 61回　 
	 66回　 

	児　童 
	 44回　 
	 48回　 
	 52回　 

	地域生活(知的･精神) 
	 49回　 
	 61回　 
	 65回　 

	地域生活(身体)
	 39回　 
	 41回　 
	 38回　 

	就　労 
	 47回　 
	 59回　 
	 63回　 


７ 都道府県自立支援協議会について

・平成21年４月時点の設置都道府県の割合は100％であり､全都道府県が設置済みとなった。 

　→自立支援協議会における協議項目は､｢都道府県内の圏域ごとの相談支援体制の状況を把握･評価し､整備方策を助言｣が最も多く33､次いで｢相談支援従事者の研修のあり方を協議｣と｢専門的分野における支援方策についての情報や知見を共有･普及｣24､｢相談支援体制整備特別支援事業について｣20､｢都道府県障害者福祉計画の作成･具体化に向けた協議｣17となっている。

→自立支援協議会の活性化に向けての工夫は､｢圏域ごとにアドバイザーを配置､又は地域の特性や地域ニーズに応じたアドバイザーを派遣することにより､相談支援体制の充実に向けた支援を行う｣が最も多く28､次いで｢圏域ごとに圏域調整会議や協議会等を設置して､地域の状況把握に努める｣17､｢地域自立支援協議会の運営状況を確認する職員を配置(委託可)｣12となっている。

→自立支援協議会の運営に関する課題は､｢市町村や地域自立支援協議会との連携方法が分からない｣が最も多く20､次いで｢都道府県の課題(人材養成･地域移行等)を把握することができない｣12､｢障害福祉サービス　の実施状況や基盤整備の状況を把握することができない｣9となっている。
『アセスメントとサービス提供の基本姿勢』
自立訓練事業所エコル　柴崎　由賀氏

◇サービス管理責任者の｢つながる支援｣｢深める支援｣

　｢つながる支援｣…サービス管理責任者は､相談支援専門員等と連携して個別支援の課題を解決する為のチームをつくり､地域でサポートするためのネットワークを組織する。相談支援専門員によるサービス担当者会議に参加する

　｢　深める支援　｣…サービス管理責任者は､サービス利用計画をもとに事業所内で個別支援会議を開き､個別支援計画(生活プラン)を作成する。

◇サービス管理責任者による支援のポイント

(1)聴く･知ることから始まる支援

《課題》専門家主導の訓練

　　　　↓　　↓　　↓

　他人の希望より利用者の意向

　　意向を知るために､｢聴く｣ことを丁寧に行い､｢やらされる｣訓練ではなく､利用者の自主性･主体性を尊重した｢する｣支援を行い､希望する将来像に向かうため､関係機関と連携していくことを重視。

(2)活用する支援

《課題》地域生活移行を支えるサービスの組み合わせが不足

　　　　　↓　　↓　　↓

　　圏域･他の法人のサービスを組み合わせる

　　地域生活支援を単一の法人･事業者で支えるという考え方から脱却して､圏域･他の事業所のグループホーム､通所事業､地域生活支援事業､雇用､インフォーマルサービス等と連携して提示し､選択して社会資源を組み合わせた支援を行う。

(3)固有ニーズへの支援

《課題》昼間の活動も同じ顔ぶれ

　　　　　↓　　↓　　↓

　　昼間は住居から離れてそれぞれの活動の場へ通う

　　グループホームは暮らしの場であり､昼間の活動はそれぞれ個別固有の生活ニーズや生活パターンに応じて様々なサービス提供期間を選択し､働く場や活動の場に通うことを原則とする。

(4)行き方にかかわる支援

《課題》地域生活での老い､病には高齢者施設･病院が終の住まい

　　　　　↓　　↓　　↓

　　地域生活の継続･選択は利用者ニーズが最優先される

　　入所施設･精神科病院からグループホーム･単身や夫婦でのアパート生活等､ニーズに応じて住まいも変わる。老いや病を得たとき､暮らしの選択は分かりやすい情報提供と本人の意思に沿う支援であるかが重要となる。

(4)+α　生涯の重い人の生き方支援

《課題》入所施設だけが選択肢？ケアホームは高嶺の花？

　　　　　↓　　↓　　↓

　　入所施設からケアホームへ、医療支援体制も整える

　　生活モデルを作ろう。自立訓練で見極めは出来る…表情から意思を汲み取れる…。そのノウハウをどう生かすかは支援者の力量。諦めず始めてみなければ分からない。

(5)ひとりの住民へ誘う支援

《課題》地域住民との交流を制限してしまう

　　　　　↓　　↓　　↓

　　一人の地域住民としての生活

　　地域の住民たちがホームを訪問して､利用者が町内の資源･町内会活動･町内会サークル等に参加する機会を用意して相互の交流を通じて利用者がひとりの地域住民として生活が広がるよう支援する。

◇障害者虐待の防止､障害者の養護者に対する支援等に関する法律

　⇒障害者虐待防止法の施行(平成24年10月)に向けた対応について 

１ 国における対応

(1)国研修の実施(本年12月及び来年6月頃を予定) 

→都道府県研修の企画運営に携わる者向けに研修を実施 

(2)マニュアルの作成(本年12月の国研修において案を提示予定)

→都道府県・市町村の対応マニュアルを作成     

(3)平成24年度障害者虐待状況等の調査 

→自治体の体制整備の状況の調査を実施し、体制整備を推進(来年4月/10月)

→自治体に障害者虐待の状況等の調査(通報件数､虐待件数等)を実施

(平成24年2月課長会議で調査事項を提示)

２ 都道府県における対応

(1)体制整備に向けた検討等(本年度中) 

→都道府県センターの設置方法･体制の検討 

→都道府県労働局等の関係機関との連携のための検討会議の開催 

→市町村に対して施行に向けた準備を進めるよう働きかけ 

(2)都道府県研修の実施（来年１月頃～） 

→市町村職員、相談支援事業者、サービス事業者向けに研修を実施 

(全市町村の担当職員が研修を受講することを目標とする)

(3)体制整備に向けた具体的な準備(来年9月まで)

→都道府県センターについて、市町村や障害福祉サービス事業者等へ明示 

→都道府県労働局等の関係機関との連携会議の開催 

→市町村の準備状況に対する助言 

→サービス事業者への指導 

→業務マニュアル・指針等の策定 

３ 市町村における対応

(1)体制整備に向けた検討（本年度中） 

→市町村センターの設置方法・体制等の検討 

→地域の関係機関との連携のための検討会議の開催 

(2)都道府県研修の受講（来年１月頃～） 

(3)体制整備に向けた具体的な準備（来年９月まで） 

→市町村センターについて、地域住民、地域の関係機関等へ明示 

→地域の関係機関との連携会議の開催 

→業務マニュアル・指針等の策定


◇アセスメントのポイント

　(1)知的障害者･精神障害者のニーズ把握について

　・障害特性と状態像を理解する。

　・主訴とニーズの違いを理解する。

　・｢主語=私｣で始まる計画となるよう当事者のニーズに心がける

　・表出できないニーズの把握にも留意する。

　(2)日常生活動作、健康､コミュニケーション､社会的活動等の生活全般にわたるアセスメント

　・日常生活動作､IADL､健康､生活基盤､コミュニケーションスキル､社会生活技能､社会参加､教育､就労などの生活全般にわたるアセスメント

　・アセスメントは現状の把握とともに、過去の支援記録も参考となる。但し､過去の記録､評価に振り回されない。

　・自立訓練､グループホーム･ケアホームの各事業所毎に重点的なアセスメント項目を確認する。

　(3)その人に必要な生活訓練の軸を見立てる

　・グループホーム･ケアホームを目指すのか､一人暮らしを目指すのか､就労を目指すのか､生活習慣の確立を目指すのか､先ず必要な支援を見立てる。

　・目指す目標に向けての支援上の課題を丁寧に評価して､本人とともにその優先順位を確定する。

　・不安やｽﾄﾚｽの軽減を図りつつ､小さな前進を確認する。

　(4)地域生活移行後の自己実現と社会的関係の構築

　・地域の中で不通に暮らすために､どのような自己実現を図るのか確認する。

　　－本人の可能性や強み(得意なこと等)を把握する。

　・グループホーム･ケアホームという住まいの場､地域での活動の場がどのように生活を支え､社会的関係の繋がりを拡げることが出来るのか､具体的に確認する。

　　－｢自分が何かをして､それを他人が認めてくれる｣ということは､社会的関係の中において､初めてできること

　(5)権利擁護のために

　・本人の意向優先を第一に行う。

　－家族とのニーズをめぐるズレにどう向き合うか

　・家族関係､地域の人間関係､生活基盤や金銭管理状況等の正確な把握

　　－エコマップを本人と一緒に作成する。

　(6)地域社会資源の把握

　・地域の社会資源を把握する

　・地域の社会資源を本人が理解できるように支援する。

　　－地域の状況をビジュアルにして知る支援(写真等を活用)

　　－見て､体験する為の支援(パンフレット資料の提供とサービス資源をどの様に利用するか)

　・地域自立支援協議会へ参画し､関係機関との拡がりを進め､実情を理解する。

『サービス提供プロセスの実際』




















◇サービス管理責任者の役割

　(1)サービス管理責任者の業務整理

　　①支援プロセスの管理

　　　進行管理､個別支援会議の開催､支援課題の整理､方針の設定､個別支援計画作成と管理

　　②職員への指導助言

　　　スーパーバイズ､個別支援会議の進行､OJT､OFF-JT

　　③関係機関との連携

　　　サービス担当者会議への参加､相談支援専門員との連携･支援､チーム･ネットワーク構築､

　　　自立支援協議会への参画

　　④その他

　　　満足度調査の実施､第三者評価の導入､事業展開への提案､リスクマネジメント､苦情受付､

　　　研修(OJT､OFF-JT､SDS)

『サービス提供プロセスの管理に関する演習』

自立訓練事業所エコル　　　　　柴崎　由賀　氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域活動支援センターｱｾﾝﾄﾞﾊｳｽ　山田　賢幸　氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発達障害者サポートセンター夢　清水　博己　氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域活動支援センターすばる　長谷部　さとみ氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

グループワークにて事例に基づき、下記の検討･演習を実施した。

個別で考える時間で自分で課題整理や支援計画を策定したが､周囲と内容を検討する中で､自分の内容と異なるものが様々あり､内容を一致させることが困難であった。疾病やその他の評価が各々で行われなければならないし､根拠となることがない､制度や連携に対する知識が不足している…といった様々な課題のあるグループでの検討は大変であった。しかし､自分の知らない他施設や他疾患のの状況や対応等も情報交換できる場であり､参考となることも多くあった。ケア会議のロールプレイでは､具体的な情報がなかったり､書面上だけの本人イメージであることもあり､言葉や構成が上手く組み立てられない部分があり､アセスメントや評価の重要性を改めて感じた。通常行っている業務でも活用できる､または意識して行えることが多く､改めて勉強する機会となった。

◇演習１：サービス提供プロセスの管理の実際

　　　　　(1)アセスメントの実施と課題の整理


　　　　　(2)時間軸に配慮した到達目標を含む個別支援計画の作成


◇演習２：サービス提供プロセスの管理の実際

　　　　　(1)中間評価と計画修正の演習のガイダンス

　　　　　(2)演習事例の情報提供､変更要因の検討(モニタリング)

　　　　　(3)個別支援会議のロールプレイ演習

　　　　　(4)個別支援計画の修正

◇演習３：マネジメントの実際

　　　　　(1)サービス提供者への指導助言

　　　　　(2)サービス管理責任者の業務整理

　　　　　(3)関係機関との連携

　　　　　(4)サービス管理責任者の役割と業務

＊事例は別紙参照

　添付する｢課題整理表｣は事前課題とされており､提出していた。
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⇒ポイント


・利用者の意向に沿っているか


・人生の一部分として捉えているか


・全体像を捉えているか


・多面的に捉えているか


・複数の立場､職種の意見が反映されているか


・課題は検証可能か
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(1)相談支援時の状況把握


＜実施方法＞


・本人の意向を丁寧に聴く(ラポールの形成)


・抱えている課題(問題)を一緒に明らかにする。


・緊急か否かの見立てをする。


・主人公は本人


＜必要なツール＞


・相談受付表


＜サービス管理責任者の視点＞


・本人の意向か、計画的なのか､現実的なニーズか


・本人から必要な情報が聴き取れているか
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(1)相談支援時の状況把握－2


＜実施方法＞


・本人､家族､現在利用しているサービス提供関係機関･サービス


利用計画担当相談専門員等､行政等と連絡による共有､または個別支援会議にて本人の意向を共有する。


・アセスメント開始の協力･理解を得る。


・提供が想定される具体的サービス､サービス利用の経費､利用の手続きについて情報提供し､確認する。


・個人情報の管理は慎重に行う。


＜必要なツール＞


・相談受付表


＜サービス管理責任者の視点＞


・本人に当該事業以外にどの程度の支援期間が関与しているか把握する。


・本人の同意の上で関係機関の見立てや主訴の必要な情報が提供できているか。


・必要な情報が聞き取れているか。





(2)アセスメント　①初期状態の把握


＜実施方法＞


・障害種別や支援方法に応じた評価表に基づき､適切な評価を行う。


・身体状況や精神･心理状況など状態像の客観的な把握に努める。


・個人情報の管理については慎重に行う。


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


＜サービス管理責任者の視点＞


・適切な評価項目を選択しているか。


・必要な情報が収集できているか。


・チーム職員の意見等､必要な情報が集められているか。





(2)アセスメント　②基本的ニーズの把握


＜実施方法＞


・本人(必要に応じて家族)の意向を丁寧に聴取してニーズを把握する。


・評価から得た心身状態の結果と本人の意向から､到達目標につながる支


援課題の把握


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


＜サービス管理責任者の視点＞


・本人の強み･良さを的確に評価してニーズ把握しているか。


・必要な情報が収集できているか。


・データに基づく客観的な分析が出来ているか。





(2)アセスメント　③課題の整理


＜実施方法＞


・本人の初期状態や基本的ニーズの把握から､課題を整理する。


・支援項目ごとの課題は､整理にあたって優先順位を設定して進める。


・課題設定が本人不在とならない様に留意する。


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


・支援項目ごとの課題の整理表


＜サービス管理責任者の視点＞


・データに基づく客観的な分析ができているか。


・具体的で適切な課題が示されているか。


・優先順位はつけられているか。





(3)個別支援計画の作成-2(個別支援計画)


＜実施方法＞


・サービス利用計画表との整合した到達すべき目標を定める。


・到達目標は､サービスの到達目標である主目標と個別到達目標(項目=


　ニーズ)等からなる。


・到達目標は時間軸を通して段階を踏んで達成される。


・時間(支援期間)と領域(支援内容)の観点から個別支援計画を作成する。


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


・サービス利用計画表


＜サービス管理責任者の視点＞


・具体的で適切な課題と目標が示されているか。


・本人､(家族)もイメージできるものとなっているか。





(3)個別支援計画の作成-1(サービス利用計画との連携)


＜実施方法＞


・サービス提供期間の個別支援計画を調整してｻｰﾋﾞｽ利用計画を策定する。


・課題からサービス提供の到達目標が共有されているか、個別到達目標


(項目=ニーズ)の役割分担は整合性･連続性があるか。


・サービス提供に偏りはないか。


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


・サービス利用計画表


＜サービス管理責任者の視点＞


・具体的で適切な課題と目標が示されているか。


・本人､(家族)もイメージできるものとなっているか。





(4)個別支援計画の実施-1


＜実施方法＞


・支援スタッフの役割を明確にする。


・支援スタッフはお互いに情報交換しながら支援を実施


・時間軸(段階)を意識した支援に努める。


・支援のペースや


＜必要なツール＞


・障害種別や支援事業に応じた評価表


・サービス利用計画表


＜サービス管理責任者の視点＞


・具体的で適切な課題と目標が示されているか。


・本人､(家族)もイメージできるものとなっているか。





(5)中間評価と修正　①個別支援計画の評価


＜実施方法＞


・時期(段階)ごとに到達目標･達成度を評価･分析する。


・本人にサービスが適切に提供されているかを評価する。


・達成度は､初期状態と比較して主目標及び個別目標の観点から評価する。


・評価は本人も一緒に行うことが望ましい。併せて意向や環境の変化等


　も評価する。


＜必要なツール＞


・中間評価記録表


＜サービス管理責任者の視点＞


・段階ごとの到達目標の達成度はどうか。


・本人の満足度はどうか。


・本人の意向や環境の変化を捉えているか。





(5)中間評価と修正　②個別支援計画の修正


＜実施方法＞


・到達目標に達成するためにサービス利用計画･個別支援計画プログラム


　を修正


・提供されるサービス内容を修正


・修正にあたっては､時間軸と支援(サービス)内容の観点から修正･変更


・本人に修正や変更の同意を得る。


＜必要なツール＞


・サービス利用計画･個別支援計画の修正･変更記録表


＜サービス管理責任者の視点＞


・本人の意向や目標の達成度など、支援の進捗度を見極め､軌道修正しつつも最終目標は見失われないようにされているか。





(6)終了時評価


＜実施方法＞


・到達目標達成度を含めたサービス利用計画･個別支援計画全体を客観的


　に評価する。


・サービス提供はスムーズに行われたか､また､行われなかった場合の原因は何かを評価する。


・本人の状態の変化･満足度等の観点から評価


・同様のケースの個別支援計画作成に評価を活かす。


＜必要なツール＞


・終了時評価表


＜サービス管理責任者の視点＞


・到達目標の達成度はどうか。


・適切なサービス提供が行えたか。


・利用者の満足度はどうか。


・事例としてまとめ今後の参考としているか。





⇒ポイント


・サービス等利用計画に基づき個別支援計画を作る。


・本人のニーズが反映されているか。支援者側の押し付けとなっていないか。


・本人を中心とした計画を本人と一緒に作っていく過程こそが大切。


　→自分の支援計画をラフスケッチする力をつける


　→自分の人生に責任を持つという視点


・本人が分かりやすい言葉で書く。


・支援内容を抽象的な言葉でごまかさない


・具体的な目標と期間を設定する。数量化できるように努める


・小さなステップを踏むような計画になっているか。


・本人ができることは支援をしない。
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